第10章 　シンガポール

梅本　克

シンガポールは本報告で取り上げる国・地域の中で最も人口の少ない国である。経済規模を測る尺度として望ましいであろう国際ドル表示のGDPを見ても、最小である（表1.1）。しかし、経済規模や所得水準の比較によく用いられる名目米ドル表示のGDPで見た場合、同国の経済規模はかなり大きくなり、最近ではフィリピンやベトナムを上回り、マレーシアより少し下回るほどである。シンガポールの貿易規模は大きく、最近では輸出額・輸入額とも他の東南アジア諸国よりかなり上回っている。一人あたりGDPを見ても、同国はかなり豊かな国である。国際ドル表示では1987～2001年において11ヵ国中3番目に大きく、米ドル表示では1990年以降2番目に大きい。 

シンガポールが豊かな経済である理由として、1984年、87～97年、そして99~2000年に実質GDPが年率6％以上の成長率を記録するほど急速な成長を遂げたことが挙げられる（表10.1）。これに対応して、1984～2003年に一人あたり実質GDPは2.2倍に増加し、生活水準が著しく上昇した。これは出生時平均余命と中等教育就学率の上昇、そして乳児死亡者数と非識字率の顕著な低下からも明らかである。しかし、1998年と2001～03年には、景気後退と経済の成熟化のため、成長のペースがかなり遅くなった。低い成長率は、労働市場を弱まらせ、失業率は1989～97年の3.0％以下から、1999～2000年に4.4～4.5％、2002年と2003年半ばには、5.2～5.4％まで増加した。

2003年の実質GDPは1.0％の成長が予測されている。これは、表1.1の予測値の中でも最新のもので、2003年第1～3四半期の対前年同期比成長率（-0.2％）よりかなり高くなっている（Singapore, Ministry of Trade and Industry 2003）。この予測は、第4四半期において4.6％の高成長を示唆している。第1～3四半期の緩やかな成長は、主にSARS発生とイラク戦争勃発による第2四半期の急激な景気後退（-3.9％）によるものである。第1四半期は1.6％、第3四半期は1.7％と適度な成長であった。表1.2の予測では、2004年の成長はかなり加速し、2003年第4四半期の予測値に近い、4.2～5.0％の成長が期待されている。

2003年第1～3四半期において、貿易はもっとも成長した部門であり、同部門の対実質GDPシェアは13％を超えた（表10.1）。2002年と比べると、行政サービス・その他と製造業の対実質GDPシェアはそれぞれ18％、24％に増加した。しかし、製造業部門の生産拡大にもかかわらず、就業者数に対する製造業のシェアは2003年も引き続き落ち込み、18％を下回った。製造業の中で最大の産業は電気・電子機械産業であり、1997～2000年時点では名目値で製造業のGDPの40～46％を占め、就業者数は製造業の33～38％を占めていた。しかし、2002年にはそれぞれのシェアは34％と30％に下落した（Singapore, Department of Statistics, various years b）。同産業は輸出依存度が著しく、輸出総額の大部分を占める。故に、最近の同産業における世界的な減速は、シンガポール経済に大きく悪影響を及ぼした。

シンガポールは事実上農業を持たない都市国家であるため、製造業とその他の産業（主にサービス業）が就業者数と生産のほぼ全てを占めている。さらに、同国は成熟した経済であるため、多くの年において製造業は多くのサービス産業より成長が遅い。この傾向は、製造業の就業者数全体に占めるシェアが1989年の29％から96年には23％、そしてその後も低下し続けていることからも分かる（表10.1）。GDPに占める製造業のシェアも名目･実質値共に1990年代に幾分低下しているが、就業者数のシェア低下ほど一貫せず、大幅でもない。非製造業では、金融業・営利業務の対GDPシェアが最大であり、これに行政サービス・その他、商業、運輸・通信業が続く。これらの産業が大きなシェアを持つことは、東南アジアにおける金融と商業の中心地としてシンガポールが重要であることを反映している。

支出項目別GDPにおいて、財貨・サービスの純輸出の増加は2003年の総需要の増加に最も大きく貢献している。この貿易黒字の貢献度を測る対GDP比（実質）は、2002年の25％から2003年第1～3四半期に32％と増加した（表10.1）。総需要の内、小さな要素である政府最終消費支出と在庫品増加は、共に比較的急速に成長したので、そのシェアはいくらか増加した。対して、総需要の主たる要素は比較的緩やかに成長して、民間最終消費支出のシェアは42％のまま、総固定資本形成のシェアは28％から26％に落ち込んだ。 

シンガポール経済の最も顕著な特徴は、対外貿易への依存度が非常に高い点である。過去20年間にわたって、財貨・サービスの輸入と輸出はGDPを大きく上回り、対GDP比（名目）は輸出で153～194％、輸入で141～183％である。これは同国が近隣諸国に対して中継貿易およびサービス・センターの役割を果たしている事を反映している。最近では、名目、実質値共に、対GDP比で4分の1程にも及ぶ多額の財貨・サービスの貿易黒字を記録している。2003年第1～3四半期には、貿易黒字の対GDP比（実質）は約3分の1に達している。この時期、海外需要の増加は景気悪化を比較的緩やかに抑えるのに役立った。しかし、同時期の大幅な在庫品減少が貿易黒字増加の効果のほとんどを相殺していた。2004年には、輸出が好調に増加し、在庫品削減が進まないとの見通しから、高い成長が予想される。

シンガポール経済の他の重要な特質として、名目、実質値共に、GDPに占める民間最終消費支出の割合が小さく低下傾向にあることと、総固定資本形成の割合が相対的に大きいことである。1998年まで民間最終消費支出のシェアは減少する傾向があったが、その後増加し、他国と同様に成長の主たる原動力となった。また、他の東南アジア諸国同様、金融危機の後には、総固定資本形成、特に民間総固定資本形成のシェアの減少が著しい。 

低い消費水準、高い投資水準、大きい貿易黒字は同国の貯蓄率が非常に高いことを反映している。貯蓄率の高さを生み出す重要な要因の一つが中央厚生年金基金（CPF）である。CPFとは政府が保証する貯蓄・年金基金であり、大多数の労働者と事業者が所得の一定割合を積み立てることを義務づけられている。金融危機以前の事業者の拠出率は20％であったが、1999年に10％へと一時的に引き下げられた。1999～2000年に経済が好調であったことから、拠出率は2000年に2％、2001年には4％引き上げられたが、その後の回復が緩やかなため、2003年に再び3％引き下げられた（Singapore, Central Provident Fund, 2003）。 

シンガポールの金融・財政政策は非常に保守的である。それはインフレ率の相対的な低さからうかがえる。GDPデフレータと消費者物価指数（CPI）の上昇率は過去20年間6％を超えていない（表10.2）。金融危機による経済減速のために、同国では緩やかなデフレの傾向が続いた。1998年以降ほとんどの年にGDPデフレータは低下し、消費者物価は下落するかとても緩やかに上昇している。表10.2は、2003年第1～3四半期の2.0％成長から判断して、GDPデフレータがこれまでより上昇し、2003年には1.5％の成長率を見込んでいる（Singapore, Ministry of Trade and Industry 2003）。消費者物価指数も2003年1～10月期に0.5％成長とかなり低いが、2002年より上昇するだろう。表1.2では2004年に物価は上昇するが、低い水準にとどまると多くが予測している。より長期で見ると、輸出物価指数は輸入物価指数よりも急速な低下傾向を示しているが、この交易条件の悪化は、相対的に急速な価格下落が見られるエレクトロニクス産業で同国が比較優位にあることを一部反映している。 

他の域内諸国と異なり、シンガポールの貸出金利は過去20年間かなり低い水準に止まっていた（表10.2）。域内諸国とのもう一つの相違点は、1997年のシンガポール・ドル（Sドル）の減価が相対的に小さく、2000～01年に主に米ドルの強さを反映してSドルがさらに減価するまで、1998～99年にはかなり安定していた点である。Sドルの小幅な減価は、金融危機の後、同国の輸出競争力が韓国、タイ、マレーシアなどの他国と比較して幾分低下したことになるが、輸入依存度の非常に高い同国にとってインフレ率をコントロールするのに役立った。

他方、域内諸国と同様に、同国は資産市場のバブルを経験し、1990～93年に株価は2倍以上に膨れ上がった。金融危機の影響を受けて株価のバブルがはじけ、1997年に株価は31％低下し、98年にはさらに9％下落した。その後、株価は1999年に78％上昇し、93年に記録した最高値を上回るに至った。しかし、投資家の弱気な姿勢を反映して、株価は2000～02年に年間17～22％下落し、2003年1～4月は安値が続いた。年末には再び力強く値上がりし、前年比32％上昇した（Yahoo 2004）。

前述のように、近年シンガポールは財貨・サービス貿易で大幅な黒字を計上しており、それは国際収支統計からも確認できる（表10.2）。財貨貿易は貿易全体の大部分を占め、その収支は1993年まで一般に赤字であったが、94～97年には、わずかの黒字（60億米ドル以下）になった。金融危機後の1998～2002年には、財貨貿易の黒字は高い水準（120～190億米ドル）に増加した。サービス貿易は1984年以降、常に黒字であったが、金融危機直前の1992～97年に年間70～90億米ドルでピークに達し、98～2003年には20～30億米ドルに減少した。財貨、サービス、所得収支に経常移転を合わせると経常収支になるが、その黒字は対GDP比で1986年の2％以下から、1988～93年に7～12％、1994～97年と2000年に15～18％、1998～99年と2001～02年には19～23％に増加した。2003年第1～3四半期の動向に基づいて計算すると、同年の経常収支黒字の対GDP比は約31％の見込みである。

投資収支では、隣国のマレーシアと同様、シンガポールには相対的に多額の直接投資が海外から流入しており、1994～97年、99～2001年で年間90億米ドルに達している（表10.2）。対内直接投資の絶対額は、中国や香港と比べるとかなり小さいが、対GDP比では1993～2002年は7～16％になり、非常に大きい（表10.1、10.2）。近年同国自身が多額の対外直接投資を行うようになっている。ただし、この対外直接投資の大部分は同国所在の外資系多国籍企業によって行われている。たとえば、2001年末で、外資系企業は、シンガポールの対外直接投資の5分の2ほどを占めている。（Singapore, Department of Statistics, 2003c）。加えて、同国では対内、対外証券投資の双方が活発に行われており、特に対外証券投資の規模が1993年以降大きくなっている。同様にその他投資の規模が対内、対外の双方でそれ以外の投資収支の項目と比べて極めて大きくなっている。この傾向は特に1990年代に顕著に見られるが、これは同国のオフショア市場を通じて多額の資金が取引されていることを反映している。外貨準備増減等の項目はたいてい大きなマイナスを記録し、外貨準備の蓄積を示している。1995年以来、輸入の4ヶ月分をまかなえるほどの巨額な外貨準備を常に保有しており、対内証券投資残高を数倍上回っている。それに相応して、対外債務残高も近年極めて低い水準まで低下しており、1998～2000年でGDPの約5分の1の規模に過ぎない。

先に述べたように、シンガポールは東南アジアの重要な中継貿易地点である。それに対応して、輸出総額で近年最大のウエイトを占める特殊取扱品・再輸出の大半は再輸出である。そのシェアは1984年の41％から90年に34％へと低下したが、その後上昇し、2002年に47％に達した（表10.3）。国内からの輸出では、電気機器関連の3項目（事務用･電算機器、通信機器等、その他電気機器）が近年特に重要である。その輸出総額に占めるシェアは1994～99年に36～37％以上ある（表10.3）。そのシェアは2003年に25％と著しく低下したが、対GDPや労働のシェアよりかなり大きい。たとえば、2002年における対輸出総額のシェアは27％であり、対GDPでは9％、労働では5％であった（Singapore, Department of Statistics, various years bと表10.1）。表10.3において国内からの輸出が最大の項目は、事務用･電算機器である。その対総輸出シェアは急速に拡大し、1998年に22％とピークに達したが、2003年には13％と低下した。その他電気機器のシェアも比較的大きいが、より安定している。1993年以前の8～10％から99～2000年には13～14％と増加し、01～03年は10～11％に低下した。鉱物性燃料輸出のシェアも過去においてかなり大きかったが（例えば、1984～85年に25～26％）、その後低下を続け、1994年以降は10％を下回っている。

輸入においても機械製品のシェアが近年圧倒的に大きく、その輸入総額に占めるシェアは1984～85年の3分の1以下から1998年以降には5分の3にまで上昇している。その中で、その他電気機器と事務用・電算機器が最大のウエイトを占めている。これら製品では多額の中継貿易が行われているだけでなく、多額の部品を輸入し、それらが組立て･加工され輸出されている。例えば再輸出の輸入に対する比率を計算すると、2001年時点でその他電気機器では80％、事務用･電算機器では47％、そして機械製品全体では63％に達する（Singapore, International Enterprise Singapore, 2004）。対照的に、鉱物性燃料輸入のシェアは低下が著しく、1984～85年の28～30％から1998年には8％にまで低下し、その後2001～03年に13～14％へと上昇した（表10.3）。

表10.4の相手国別貿易データは表10.3の商品別貿易のデータと異なっているが、その理由の一つに、シンガポールの貿易データが対インドネシア貿易の推計値を含んでいないことがある。表10.4の数値はインドネシアの統計に基づく対インドネシア貿易の推計値を含んでいる（表7.4を参照）。しかし、インドネシアのデータは対シンガポール貿易の範囲を過小評価していると考えられ、表10.4でインドネシアのシェアは過小評価されている可能性がある。近年、シンガポールの輸出市場として隣国のマレーシアと米国および欧州工業国が最大のウエイトを占めている。1990年代半ばはマレーシアが最大の輸出市場であったが、そのシェアは1998年には急減し、その後2000～02年には金融危機前の水準まで回復した。2003年には、米国および欧州工業国のシェアがそれぞれ13％に低下し、マレーシアも15％まで下げた。それに対して、香港と中国のシェアはそれぞれ10％と7％に拡大した。他に1990年以降6％超のシェアを占める輸出市場は日本だけである。輸入では、マレーシアと他の工業国、すなわち日本、欧州工業国、米国が最大の相手国である。中国は、輸出と同様に輸入でも、重要な相手国になってきた。その他のアジア諸国を個別に見ると相対的に小さな貿易相手に過ぎないが、合計すると重要な貿易相手となる。

シンガポールは所得水準が高く、経常収支黒字も相当大きく、負債水準も低いため、経済援助が大部分を占める公的資金流入額は非常に小さい。近年では、同国の公的資金流入の主な源である日本が多額の公的資金を流入させたアジア金融危機直後を例外として、マイナスに転じている。それと対照的に、同国は重要な金融センターであるため、海外銀行借入残高が非常に大きい。海外銀行が東南アジア向けの融資リスク削減に動いたことから、借入残高は1997年の2,320億米ドルから2002年の1,300億米ドルへと著しく減少している。その多くは日本の銀行の貸付残高が減少したことによるものであり、借入残高総額に占める日本のシェアはピークである1992年の56％から2003年半ばの13％にまで低下している。逆に欧州のシェアは同時期に上昇して、2003年半ばには2分の1以上までになっている。 

日本の対シンガポール経常収支は大幅な黒字である。しかし、1995～97年には毎年120～140億米ドルの黒字を計上していたが、98～2000年には70～80億米ドル、2001～02年には50～60億米ドルと黒字は低下した（表10.5）。1996～97年の貿易収支黒字は130～140億ドルで、経常収支黒字とほぼ同額であった。しかし、1995年と98～2001年には80～130億ドルとなり、貿易黒字は経常黒字を大きく上回った。逆に、所得収支は1996年と2002年にわずかな赤字で、97年にわずかな黒字になり、1995年と98～2001年には、10～40億米ドルの赤字になった。サービス収支では、常に日本が10～20億米ドルの赤字になっている。貿易収支の受取が、経常受取総額の65～79％を占める。主にその他投資収益と直接投資収益が占める所得収支の受取は、1995～97年においてサービス収支の受取を上回っていたが、98～2002年には逆転した。サービス収支では、日本の受取の主たる部分はその他営利業務と輸送からである。支払項目では、貿易収支の支払が小さくなり、経常支払総額の27～40％を占めるにすぎない。サービス収支の支払額は、貿易収支の支払額に近づいている。輸送関連のサービスに日本が多額を支払うため、輸送はサービス収支の支払項目の中でも常に最大であった。旅行とその他営利業務への支払は、金融危機以前には比較的大きかったが、1998年以降に著しく縮小した。所得収支においては、受取と支払の両項目共に、その他投資収益が大きな割合を占める。また、日本企業は1997年まで相当な直接投資収益の受取を得たが、98年には受取は減少し、99～2000年にはマイナスに転じたが、その後わずかにプラスに戻った。同様に、1996～97年に日本はシンガポールに対して多額の直接投資を行っていたが、98～99年に投資額は減少し、2000年には日本企業はシンガポールから資金を引き揚げた。しかし、2002年の直接投資は再び高い水準に戻った。日本の対シンガポール証券投資の資産は低い数値であるのに、負債の絶対額は1996～97年と99年でかなり大きい。また、その他投資、特に貸付・借入を通じて多額の資金が両国間を移動したが、主に日本とシンガポールのオフショア市場の間で銀行間取引が活発に行われていたからである。 

シンガポールの世界全体に対する貿易と同様、日本に対する貿易でも機械製品が圧倒的に大きな割合を占め、1994～2002年で日本の対シンガポール輸出の64～73％、輸入の49～66％を占めている（表10.5）。その内訳は、輸出では一般機械とその他電気機器が中心であり、輸入では事務用・電算機器とその他電気機器が大部分を占めている。シンガポールの輸出総額（表10.3）の傾向と比べると、事務用・電算機器とその他電気機器の日本の輸入は、2000～02年にそれほど下落しなかった。また、日本の対シンガポール輸出ではその他製品と化学製品もシェアが大きく、化学製品のシェアは輸入においても大きくなりつつある。 

シンガポールにおける日系多国籍企業の現地法人数は、1988～2000年の間に約2倍に増加し、売上高も5.5倍に増加した。しかし、従業者数はあまり増加していない（表10.6）。産業別に見ると、商業が現地法人の売上高総額で大きな割合を占めるが（2000年に63％）、従業者数のシェアは小さい（2000年に19％）。一方、製造業は、日系現地法人の従業者数の大部分を占めるが（2000年に70％）、売上高ではそのシェアは小さい（2000年に31％）。製造業の中では、売上高でも従業者数でも、電気機械が大きなシェアを有する。しかし、その従業者数は、1993～96年と比較して97～2000年は減少し、2000年の売上高も1996年のピーク時ほど回復していない。対照的に、化学の従業者数は小さいが、売上高の伸びは高い。 

最後に、シンガポールは積極的に自由貿易協定（FTA）を推進してきた。2003年には、シンガポールは、ヨーロッパ自由貿易連合（スイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイン）やオーストラリアとFTAを締結した。さらに、2004年1月に、米国とFTAを締結し、韓国との協議が始まった。日本とシンガポールは、2002年11月30日、自由貿易協定（日本－シンガポール新時代経済連携協定）を発効している。これは日本にとって初めての二国間自由貿易協定である。FTAは、加盟していない国に不利益をもたらす危惧があるが、日本－シンガポール間の相互協力と貿易･投資の促進が期待される。
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